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●「学校事故対応に関する指針」策定（平成28年３月）
→学校事故発生後の調査、再発防止等に係る指針。

★「第２次学校安全の推進に関する計画」（平成29～令和３年度）策定

●「学校の危機管理マニュアル作成の手引」（平成30年２月）
→危険等発生時対処要領の作成に係るガイドライン

●「登下校防犯プラン」（平成30年６月）
→新潟事件を受けた一斉点検、省庁横断の防犯対策

●「「生きる力」をはぐくむ学校での安全教育」改訂（第３版）（平成31年３月）
→学習指導要領改訂（平成30年度～）を踏まえた改訂

●教員養成課程における学校安全の必修化（令和元年度）
→「教育の基礎的理解に関する科目」に「学校安全への対応」を含めることとされた。

●「未就学児等及び高齢運転者の交通安全緊急対策」（令和元年６月）
→大津事故を受けた一斉点検、関係省庁横断の対策

●登下校時の防犯対策の強化（令和元年度）
→川崎事件を受けた集合場所の一斉点検、見守り活動の強化、学校・警察の連携の強化

省庁等による学校安全に係る近年の主な取組

2



「学校安全の推進に関する計画」

●平成20年の学校保健法の一部改正により、学校保健安全法が成立。

●第３条（国及び地方公共団体の責務）において、「国は、各学校における安全に
係る取組を総合的かつ効果的に推進するため、学校安全の推進に関する計画の
策定」をすることを新たに規定。

●これに基づき、平成24年（2012年）に「学校安全の取組の推進に関する計画」、
平成29年（2017年）に「第２次学校安全の取組に関する計画」が閣議決定された。
いずれも計画期間は５年。

学校保健安全法（抄）
（国及び地方公共団体の責務）
第三条 国及び地方公共団体は、相互に連携を図り、各学校において保健及び安全に係る取組が確
実かつ効果的に実施されるようにするため、学校における保健及び安全に関する最新の知見及び
事例を踏まえつつ、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるものとする。

２ 国は、各学校における安全に係る取組を総合的かつ効果的に推進するため、学校安全の推進に
関する計画の策定その他所要の措置を講ずるものとする。

３ 地方公共団体は、国が講ずる前項の措置に準じた措置を講ずるように努めなければならない。
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第3次学校安全の取組の推進に
関する計画（案）
計画期間：令和４年度から令和８年度

目指す姿

•全ての児童生徒等が、自ら適切に判断し、主体的
に行動できるよう、安全に関する資質・能力を身に
付けること

•学校管理下における児童生徒等の死亡事故の発
生件数について限りなくゼロとすること

•学校管理下における児童生徒等の負傷・疾病の
発生率について障害や重度の負傷を伴う事故を
中心に減少させること
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(独)日本スポーツ振興センター
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学校事故事例検索データベース (独)日本スポーツ振興センター

データーベースで
見られる事故事例
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災害共済給付における災害 （独）日本スポーツ振興センター
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児童生徒等の交通事故被害 警察庁
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日本における近年の地震の発生状況

発生年月日 Ｍ 震央地名（地震名） 人的被害 物的被害 最大震度 津波

平成23年（2011年）3月11日 9.0 三陸沖（平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震）
死19,729
不明2,559
負6,233

住家全壊121,996棟
住家半壊282,941棟
住家一部破損748,461棟

7 9.3ｍ以上

平成23年（2011年）3月12日 6.7 長野県・新潟県県境付近
死３
負57

住家全壊73棟
住家半壊427棟

6強

平成23年（2011年）3月15日 6.4 静岡県東部 負80
住家半壊18棟
住家一部破損3,475棟

6強

平成25年（2013年）4月13日 6.3 淡路島付近 負35
住家全壊8棟
住家半壊101棟
住家一部破損8,305棟

6弱

平成26年（2014年）11月22日 6.7 長野県北部 負46
住家全壊77棟
住家半壊137棟
住家一部破損1,626棟

6弱

平成28年（2016年）4月14日～ 7.3 熊本県熊本地方など（平成28年（2016年）熊本地震）
死273
負2,809

住家全壊8,667棟
住家半壊34,719棟
住家一部破損162,500棟

7

平成28年（2016年）6月16日 5.3 内浦湾 負1 住家一部破損3棟 6弱

平成28年（2016年）10月21日 6.6 鳥取県中部 負32
住家全壊18棟
住家半壊312棟
住家一部破損15,095棟

6弱

平成28年（2016年）12月28日 6.3 茨城県北部 負2
住家半壊1棟
住家一部破損25棟

6弱

平成30年（2018年）6月18日 6.1 大阪府北部
死６
負462

住家全壊21棟
住家半壊483棟
住家一部破損61,266棟

6弱

平成30年（2018年）9月6日 6.7 胆振地方中東部（平成30年北海道胆振東部地震）
死43
負782

住家全壊469棟
住家半壊1,660棟
住家一部破損13,849棟

7

平成31年（2019年）1月3日 5.1 熊本県熊本地方 負4 住家一部破損60棟 6弱

平成31年（2019年）2月21日 5.8 胆振地方中東部 負6 住家一部破損19棟 6弱

令和元年（2019年）6月18日 6.7 山形県沖 負43
住家半壊28棟
住家一部破損1,580棟

6強

令和3年（2021年）2月13日 7.3 福島県沖
死１
負187

住家全壊69棟
住家半壊729棟
住家一部破損19,758棟

6強

※気象庁ＨＰ「日本付近で発生した主な被害地震」より、平成23年～令和３年３月に震度６弱以上を計測したもの
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文部科学省「『生きる力』をはぐくむ学校での安全教育」（2019）より

「生活安全」：学校・家庭など日常生活で起こる事件・事故を取り扱う。
誘拐や傷害などの犯罪被害防止も含まれる。

「交通安全」：様々な交通場面における危険と安全、事故防止が含まれる。
「災害安全」（防災）：地震・津波災害、火山災害、風水（雪）害等の自然

災害に加え、火災や原子力災害も含まれる。

学校安全の三領域
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・安全点検の実施
（学習環境の安全点検、避難経路の
確認等）

・危険等発生時対処要領の作成と
訓練の実施（学校保健安全法第29条）

（各種災害における安全措置、
不審者侵入時の対応等） 等

校内の協力体制・研修
家庭及び地域社会との連携

（学校保健安全法第３０条）

学校安全計画
（学校保健安全法第27条）

学校における安全の取組
学校安全計画の策定・実施を通じて、児童生徒等が自他の生命尊重を基盤として、自ら安全に行動し、他の人や社会の安全に貢献で
きる資質や能力を育成するとともに、児童生徒等の安全を確保するための環境を整えることをねらいとしている

・保健体育科、社会科、理科、
生活科、技術・家庭科、
総合的な学習の時間、
特別活動や個別指導等
における安全に関する指導 等

生活安全→ 日常生活で起こる事件・事故災害、誘拐や傷害などの犯罪

交通安全→ 様々な交通場面における危険と安全

災害安全→ 地震、津波、火山活動、風水（雪）害等や火災、原子力災害

■ 学校安全に係る各領域

今後想定される新たな危機事象→学校への犯罪予告、周辺でのテロの発生・ミサイルの発射等

○学校安全に関する学校の設置者の
責務 （学校保健安全法第26条）

→学校安全に関して学校の設置者が
果たすべき役割の重要性に鑑み、取組
の一層の充実を図るため、その責務を
法律上明確化。

○学校環境の安全の確保
（学校保健安全法第28条）
→学校の施設・設備について、児童生徒
等の安全確保の観点から支障がある
場合に、校長等が遅滞なくその改善のため
の措置を講ずることを規定。
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学校保健安全法 平成21年4月施行

• 学校の施設又は設備について、児童生徒等の安全確保を図る

上で支障となる事項に対する必要な措置

• 児童生徒等の安全を脅かす事件、事故及び自然災害に対応し

た総合的な学校安全計画の策定による学校安全の充実

• 各学校における危険等発生時対処要領（危機管理マニュア

ル）の策定による的確な対応の確保

• 警察等関係機関、地域のボランティア等との連携による学校

安全体制の強化
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学校安全に関する組織的取組の
推進 （第3次計画答申案より）

•学校経営における学校安全の明確な位置付け

• セーフティプロモーションスクールの考え方も参考
とし、学校安全計画を見直すサイクルの確立

•今後想定される大規模災害など地域ごとのリスク
を踏まえた危機管理マニュアルの見直し

•学校における学校安全の中核を担う教職員の位
置付けの明確化、研修の充実

•教員養成における学校安全の学修の充実
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学校の危機管理とマニュアル

●事前の危機管理（事故等の発生を予防する観点
から、体制整備や点検、避難訓練について）
●個別の危機管理（事故等が発生した際に被害を
最小限に抑える観点から、様々な事故等への具体
的な対応について）
●事後の危機管理（緊急的な対応が一定程度終わ
り、復旧・復興する観点から、引渡しや心のケア、
調査、報告について）
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文部科学省 2021

危機管理マニュアルの作
成後は、学校を取り巻く状
況の変化を踏まえ、関係省
庁や自治体の担当部局や
研究者等の専門家の協力
を得ながら、学校で実施し
た訓練等の検証結果、国
内外で発生した事故・災害
事例の教訓、先進的な取
組事例などを基に、常に実
践的なものとなるよう改善
を行う必要がある。

（答申案より）
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校務分掌中の学校安全計画を推進するための中核となる
教職員（全国の学校） 「学校安全の推進に関する計画に係る取組状況調査
平成30年度実績」より
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学校における人的体制の整備
（答申案より）

•学校において、学校安全計画を適切に立案し、実
行していくためには、校務分掌において学校安全
に係る業務が位置付けられるとともに、当該校務
分掌を担当する管理職以外の教職員が明確にさ
れていることが不可欠である。

•地域によっては、学校安全担当の教職員に対する
講習会の開催等により、学校安全に関わる意識・
能力の向上や各学校等の実践活動に活かす取組
や、自治体の方針として安全主任等を置くことで校
内組織を整備する取組が行われている。
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学校における安全に関する教育
の充実 （第3次計画答申案より）

•児童生徒等が自ら危険を予測し、回避する能力を育成
する安全教育の充実、指導時間の確保

•地域の災害リスク、正常性バイアスの学習を含めた実
践的な防災教育の推進、関係機関（消防団等）との連携
の強化

•幼児期からの安全教育の充実、幼児期、特別支援学校
における安全教育の好事例等の収集

• ネット上の有害情報対策（SNSに起因する被害）、「教育
職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法
律」等を踏まえた性犯罪・性暴力対策（生命（いのち）の
安全教育）など、現代的課題に関する教育内容につい
て、学校安全計画への位置付けを推進
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「東日本大震災を受けた防災教育・防災管理
等に関する有識者会議」中間とりまとめ より

（2011年）

２．今後の防災教育・防災管理等の考え方と施
策の方向性

（１）防災教育

①自らの危険を予測し，回避する能力を高める
防災教育の推進

②支援者としての視点から，安全で安心な社会
づくりに貢献する意識を高める防災教育の推進
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災害発生時に、自ら危険を予測し、回避するためには、
自然災害に関する知識を身に付けるとともに、習得した
知識に基づいて的確に判断し、迅速な行動を取ることが
必要である。その力を身に付けるには、日常生活におい
ても状況を判断し、最善を尽くそうとする「主体的に行動
する態度」を育成する必要がある。

21

知識の習得 的確な判断 迅速な行動

主体的に行動する
態度

渡邉正樹「今，はじめよう！新しい
防災教育」（2013年）光文書院より



迅速な行動を妨げるもの

22

知識の習得 的確な判断 迅速な行動

主体的に行動する
態度

正常性バイアス
同調化バイアス
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安全教育とカリキュラム・マネジメント

安全に関する資質・能力

（知識・技能）

様々な自然災害や事件・事故等の危険性、
安全で安心な社会づくりの意義を理解し、
安全な生活を実現するために必要な知識
や技能を身に付けていること。

（思考力・判断力・表現力等）

自らの安全の状況を適切に評価するとと
もに、必要な情報を収集し、安全な生活
を実現するために何が必要かを考え、適
切に意思決定し、行動するために必要な
力を身に付けていること。

（学びに向かう力・人間性等）

安全に関する様々な課題に関心を持ち、
主体的に自他の安全な生活を実現しよう
としたり、安全で安心な社会づくりに貢
献しようとしたりする態度を身に付けて
いること。

中央教育審議会：幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別
支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について
（答申） 平成28年12月
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学校における安全管理の取組の
充実 （第3次計画答申案より）

•学校における安全点検に関する手法の改善
（判断基準の明確化、子供の視点を加える等）
学校設置者による点検・対策の強化（専門家
との連携等）

•学校施設の老朽化対策・水害対策、非構造部
材の耐震対策の推進

•重大事故の予防のためのヒヤリハット事例の
活用

•重大事故発生後の国への報告（学校事故対
応に関する指針）に関する検討
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安全点検

学校の危機管理マニュアル作成の手引（2018）より

鉄棒の日常点検表（例）
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安全管理：公立学校施設の耐震化の状況
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学校事故対応に関する
指針 平成28年3月

趣旨

全国の学校現場において重大事
故・事件が発生しており、情報公
開や原因の調査に対する学校及
び学校の設置者の対応について、
国民の関心が高まっている。
このため、学校、学校の設置者、
地方公共団体が、それぞれの実
情に応じて、事故対応の在り方に
係る危機管理マニュアルの見直
し・充実、事故対応に当たっての
体制整備等、事故発生の防止及
び事故後の適切な対応に取り組
むに当たり参考となるものとして、
本指針を作成する。
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文部科学省・学校安全ポータルサイト
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